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馬路村簡易水道事業経営戦略 
 

団 体 名 ︓ 馬路村 
事 業 名 ︓ 簡易水道事業 
策 定 日 ︓ 令和 8 年 3 月 
計 画 期 間 ︓ 令和 8 年度〜令和 17 年度 

 
１．事業概要 
（１）事業の現況 

① 給水 
供 用 開 始 年 月 日 昭和 32 年 5 月 1 日 計 画 給 水 人 口 705 人 
法適(全部・財務)・
非適の区分 

法適（一部） 
現 在 給 水 人 口 740 人 
有 収 水 量 密 度 1,125 ㎥／ha 

※R6 決算統計（有収水量: 101,224 ㎥、給水区域面積:90ha） 

 
② 施設 
水 源 ■表流水，□ダム，■伏流水，□地下水，□受水，□その他 

施 設 数 
浄水場設置数 4 

管 路 延 長 30,753 千ｍ 
配水池設置数 6 

施 設 能 力 719 ㎥／日 施設利用率※ 56.69 ％ 
※施設利用率︓（年間総配水量÷365 日）÷施設能力×100 で算定 
※R6 決算統計（総配水量:148,786 ㎥） 

 
③ 料金 

料金体系
の概要 
・考え方 

水道料金は、2 ヵ月につき基本水量︓20 ㎥まで基本料金︓1,800 円を設定して
おり、これを越える超過水量は家庭用:100 円/㎥、団体･営業用:110 円/㎥として
います。 

＜料金表＞2 か月につき（税込） 

区分 種別 基本水量 基本料金 超過料金 
（1 ㎥につき） 

計量制 専用栓 家庭用 20 ㎥まで 1,800 円 100 円 
団体・営業用 20 ㎥まで 1,800 円 110 円 

臨時用 1 ㎥につき 100 円  
共用栓 家庭用 20 ㎥まで 1,800 円 100 円 

営業用 20 ㎥まで 1,800 円 110 円 
＜量水器使用料＞2 か月につき（税込） 

13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 
100 円 160 円 200 円 300 円 400 円 1,000 円 

料金は上記料金表により算出した額に量水器使用料を加えた額とする。 
10 円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

料金改定年月日（消費税のみの改定は含まない） 平成 23 年 4 月 1 日 
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④ 組織 
当村の簡易水道事業は建設課において運営しています。 
【建設課】職員数 ５名 

   課長  （1 名） 
 担当職員  （1 名） 
 課員   （3 名） 

   うち、損益勘定支弁職員 1 名 

 
 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 
平成 29 年度に村内の 3 簡易水道事業を馬路村簡易水道事業として事業統合し、効率的な事

業の運営に努めています。また、令和 7 年度から公営企業会計に移行し、これまでの経営努力にとどま
ることなく一層の効率的な事業推進に取り組み、持続可能な事業運営を実施していきます。 

 
 

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析 
・直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公
営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）は次のとおりです。 
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２．将来の事業環境 
（１）給水人口の予測 

・当村の行政区域内人口と給水人口は、令和 6 年度までは実績値、令和 7 年度以降については次の
方法により算定しています。 

・給水人口＝行政区域内人口（推計値）×普及率（R6 年度実績値） 
・行政区域内人口の推計は、「国立社会保障・人口問題研究所」による将来推計人口（令和 5 年
12 月公表）と行政区域内人口実績値を用いて推計しています。 

・10 年後に当たる令和 17 年度には、少子高齢化等の影響により、令和 6 年度給水人口の 75％程
度に減少する見込みです。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）水需要の予測 
・当村の水需要（有収水量）は、令和 6 年度までは実績値、令和 7 年度以降については次の方法に
より算定しています。 

・有収水量（水道料金徴収の対象となった水量） 
       ＝給水人口（推計値）×直近の 1 人当たりの有収水量（R6 年度実績） 
・少子高齢化等の影響による給水人口の減少を受け、10 年後に当たる令和 17 年度には、給水人口
と同様に減少し、令和 6 年度の 75％程度に減少する見込みです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

実績 推計 

実績 推計 

R6 年度 740 人から 
554 人に減少 

R6 年度 101,224 ㎥から 
75,713 ㎥に減少 
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（３）料金収入の見通し 
・当村の料金収入（税抜）は、次の方法により推計しています。 
・有収水量（推計値）×供給単価（有収水量 1 ㎥当たりの料金収入︓R7 年度決算見込） 
※料金収入︓R7 年度は決算見込み、R8 年度は当初予算（重点支援地方交付金を含む） 
・有収水量の減少を受け、このまま現行の水道料金を維持した場合、10 年後に当たる令和 17 年度に
は、令和 6 年度の 75％程度に減少する見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）施設の見通し 
水道施設や管路については、平成 22 年度から平成 26 年度にかけて大規模な更新・布設替をしま

したが、それ以外の水道管路や水槽構造物については、耐用年数（60 年）を迎えるものがあるため、
財政状況等を鑑み更新事業の検討に着手します。 
 

（５）組織の見通し 
事業規模や業務量を踏まえ、これ以上の人員削減は現実的でないため、現体制を維持します。な

お、中央監視システム（平成 26 年度導入）の活用により、職員の業務の効率化・高度化を図ってい
ます。 
 

３．経営の基本方針 
人口減少とともに水道料金収入の減少が確実な情勢ですが、住民生活に不可欠で重要なライフラ

インとして適切な施設更新事業や耐震化事業を実施していくことが必須であり、今後、有利な起債等の
活用を含めた経営戦略を策定し、健全な運営を維持していくこととします。 

  

実績 推計 
R6 年度 10,936 千円 
から 8,195 千円に減少 
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４．投資・財政計画（収支計画） 
（１）投資・財政計画（収支計画）︓10p〜11p のとおり 
（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目標 

＜目標＞適切な更新事業や耐震化事業を進め、安定給水に努めます。 
＜民間の資金・ノウハウ等の活用に関する事項＞ 

・事業規模が小さいため、現時点での導入は検討していません。 
＜施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）に関する事項＞ 

・地形的要因等により施設が分散して配置されているため、統廃合は検討して
いません。 

＜施設・設備の合理化（スペックダウン）に関する事項＞ 
・魚梁瀬地区の水道施設については、更新時において配水池とろ過池の容量
や配水管の口径のスペックダウンを検討します。 

＜施設・設備の長寿命化等の投資の平準化に関する事項＞ 
・補強･修繕等にて対応可能な施設については、出来る限りの長寿命化を図り
ます。 

＜広域化に関する事項＞ 
・運営管理面や事務処理面での他町村との広域化を今後、検討します。 

＜予定している主な事業＞ 
・令和 8 年度〜17 年度 
・管路整備事業  約 930 万円 
・機械装置更新事業 約 460 万円 

 
② 収支計画のうち財源についての説明 

目標 

料金収入が減少していくなかで、起債の活用や経費の削減、施設の運用の効
率化を進め、健全的な経営に努めます。 
＜目標＞ 計画期間 R17 年度末における目標 

・経常収支比率︓100％以上を維持します。 
＜料金＞ 

・当面の間、現行の料金体系を維持していきます。 
＜企業債＞ 

・現時点において建設事業費に充てる企業債の発行は予定していませんが、今
後、必要に応じて活用する予定です。 

＜繰入金＞ 
・国の定める繰出し基準以外の繰入金について、出来る限りの抑制を図ってい
きます。 

＜資産の有効活用＞ 
・特に活用できる規模の大きい有休資産はありません。 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 
【投資以外の経費(委託料、修繕費、動力費、人件費など)の積算の考え方】 
＜委託料に関する事項＞ 

・現行の委託業務形態が当面継続することを前提に、令和８年度予算を元にして物価上昇率
を加味して試算しています。 

・物価上昇率は、四国地方における過去 10 年間（平成 27 年度から令和 6 年度）平均の
消費者物価指数（長期時系列データ 2020 年基準消費者物価指数︓総務省）を参考に
して 1.1％に設定しました。 

＜光熱水費、通信運搬費、修繕費、材料費、薬品費、その他経費に関する事項＞ 

・令和８年度予算を元にして、物価上昇率を加味して試算しています。 
＜動力費、路面復旧費に関する事項＞ 

・令和８年度予算上、該当なし。 
＜負担金＞ 

・令和８年度予算を元に一定としました。 
＜人件費に関する事項＞ 

・令和８年度予算における１人当たり年間給与×職員数により試算しています。 
・なお、基本給について昇給を考慮し、３年間で毎年 1％アップ、4 年目に人事異動により 2％
ダウンのサイクルとしました。 

【収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組】 
・投資以外の経費について、上記により試算しており、収支計画の策定に当たって行った経費削
減の取り組みはありません。 

 
（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

広域化 
簡易水道事業の広域連携等について、「高知県水道広域化推進プラン

検討委員会」において検討していきます。 

民間の資金・ノウハウ
等 の 活 用 (PPP/PFI
等の導入等) 

民間活用における官民のリスク分担やそのことによる利害得失（リスク及び
メリット）を把握すると共に、県下における民間活用の動向や具体的な事例
を把握し、個別業務のアウトソーシング（検針、料金徴収事務の一部を含
む）から包括的民間委託の導入など段階的な実施検討を継続的に行いま
す。 

アセットマネジメントの
充実(施設・設備の長
寿命化等による投資
の平準化) 

計画期間中に既存施設の長寿命化計画の策定などを検討し、投資の
平準化等に取組むこととします。 

施設・設備の廃止・統
合(ダウンサイジング) 

人口動向及びそれに伴う水需要を勘案し、老朽化に伴う施設の更新の
機会を活用したダウンサイジングを検討します。 

施設・設備の合理化 
(スペックダウン) 

上記ダウンサイジングと同様です。 

その他の取組 特記事項なし。 
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② 財源についての検討状況等 

料金 
原則として、利用料収入による運営体制が構築できるよう、引き続き、住

民生活への影響を配慮し理解を得ながら、適正かつ公平な負担となる料金
体系を検討していきます。 

企業債 
世代間負担の公平性を確保し、企業債の償還により経営が圧迫すること

のないよう、計画的な起債を実施していきます。 

繰入金 
一般会計からの繰入に過度に依存することのないよう資金繰りに努めてい

きます。 
資産の有効活用等※ 
による収入増加の取
組 

余剰施設等が発生した場合には、売却や貸付等、資産の有効な活用を
検討していきます。 

その他の取組 特記事項なし。 
※遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など 
 

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
 

経営戦略の事後検
証、改定等に関する
事項 

将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA（計画・実施・
検証・見直し）サイクルの考えに基づき、投資・財政計画の達成状況につい
て毎年度進捗管理を実施し、計画と実績の乖離を検証するとともに必要な
対策を講じます。 

また、料金体系の変更や民間活力の活用等により収支計画に大きな修
正が必要となる場合においては、見直しを実施するほか、概ね５年ごとに総
合的な検証を行い、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考慮し、本
戦略の更新を行います 
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６．その他 
① 料金回収率向上に向けたロードマップ 

料金回収率は、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、料金回
収率が 100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意
味します。 

当村の簡易水道事業における料金回収率は、経営比較分析表に示したとおり、令和６年度時点
において 27.05％（法非適用）となっており、100％を下回っている状況です。 

一方、当村の水需要（有収水量）は、少子高齢化等の影響による給水人口の減少を受け、10
年後に当たる令和 17 年度には、令和 6 年度の 75％程度に減少する予測となっており、給水収益も
同様に減少する見込みとなっています。 

簡易水道事業は令和 7 年度から公営企業会計法の適用に移行したことにより、料金回収率は令
和 7 年度決算見込みでは 29.0％となっておりますが、この動向をモニタリングして、定期的な料金体系
の見直しを図り、料金回収率の向上につなげます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７．経営戦略ひな形様式（別紙） 
「経営戦略策定・改定マニュアル（令和４年１月改定 総務省）」に示された「経営戦略ひな形様式(別
紙)」を次のとおり添付します。 

 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・収益的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 様式第 2 号（法適用企業・資本的収支）投資・財政計画（収支計画） 
別紙 原価計算表 
 
 

108.2 116.5 108.2 108.2 108.2 108.2 108.2 108.2 108.2 108.2 108.2 

373.6 358.1 373.3 366.1 374.2 383.5 394.8 406.6 419.1 426.5 435.1 
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供用開始年月日 平成 32 年 5 月 １ 日
給水人口(R6決算) 740人

計算期間 自 ︓ 令 和 8 年 ４ 月
至 ︓ 令 和 18 年 ３ 月

（10年間）

最近１箇年間の実績
（R7年度決算見込）

投資・財政計画計上額
(10年間平均)　（Ａ）

公費負担分
(10年間平均)　（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

10,794 9,359 0 9,359

0 0 0 0
47,339 43,115 0 43,115

58,133 52,473 0 52,473

最近１箇年間の実績
（R7年度決算見込）

投資・財政計画計上額
(10年間平均)　（Ａ）

公費負担分
(10年間平均)　（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

人 基 本 給 3,293 3,611 0 3,611

営 件 退 職 給 付 費 0 0 0 0

業 費 そ の 他 2,378 2,934 0 2,934

費 動 力 費 0 0 0 0

用 経 修 繕 費 1,648 1,994 0 1,994

費 材 料 費 138 106 0 106

そ の 他 12,409 11,745 0 11,745

28,428 24,085 24,085 0

2,131 1,384 692 692

914 859 859 0

51,339 46,718 25,635 21,082
料金算定期間(開始) 料金算定期間(終了) 料金算定期間 資産維持費率※
償却資産(期首残高) 償却資産(期末残高) 償却資産(平均残高)

527,711 289,492 408,601 3%

※資産維持費＝料金算定期間の平均償却資産残高×資産維持費率 12,258

　(営業及び営業外費用)+(資産維持費) 33,340

料金収入／(料金対象経費+資産維持費) ︓　(X)／((Y)＋(Z))＊１００＝ 28.1
＜料金水準についての説明＞
当村の水道料金は、2ヵ月につき基本水量︓20㎥まで基本料金︓1,800円を設定しており、これを越える超過水量は家庭用:100円/㎥、団体･営業
用:110円/㎥としています。
今後、水道料金収入は、給水人口の減少などによる収入の減少が続く見込みです。一方で、費用は、老朽水道管の計画的更新や、南海トラフ地震対策の
事業の実施により、今後増加することが避けられない状況です。このため、健全で安定的な水道事業の継続と住民負担の軽減を念頭においた経営の効率化
に務めるとともに、人口減少下において水道事業の安定経営を図るための収支バランス等を慎重に見据え、引き続き、適正な料金体系の検討を行います。

資 産 維 持 費 （ Z ）

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

営業
外費
用

支 払 利 息

そ の 他

合 計 (Y)

減 価 償 却 費

原価計算表

収入の部

項 目
金額（千円）

料 金 (X)

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支出の部

項 目
金額（千円）


